
（イ）給水原価及び料金の状況 

 

簡易水道事業の給水量１ｍ３当たりの給水原価は４００円９６銭で、前年度に比べ１３９円

７０銭（２５．８％）減少している。 

供給単価は１９２円４４銭で、前年度に比べ８８円１９銭（３１．４％）減少しており、給水原

価に対する料金回収率は４８．０％で、前年度に比べ３．９ポイント低下している。 

また、家庭用１０ｍ３当たりの料金（消費税込み）は、１，５００円以上２，０００円未満の事

業が２事業(構成比１００．０％)で、増減はない。また、１，０００円以上１，５００円未満の団

体、２，０００円以上２，５００円未満の団体、２，５００円以上３，０００円未満の団体は、そ

れぞれ皆減となっている。 

 

第１２表 供給単価及び給水原価の状況の推移 (給水量１ｍ３当たり) 

（単位：円、％）

25 26 27 28 29 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

給 水 原 価 A 573.36 549.66 567.42 540.66 400.96 ▲139.70 ▲25.8

供 給 単 価 B 248.66 255.32 278.36 280.63 192.44 ▲88.19 ▲31.4

料 金 回 収 率 B/A 43.4 46.5 49.1 51.9 48.0 ▲3.9 ―

対前年度比較　　　　　　　　　　　年　度

　項　目

 

 

第１３表 簡易水道事業の料金の推移（家庭用１０ｍ３当たり） 

（単位：事業、％）

ａ ｂ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 ｃ ×100

　 500円未満 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

   500円以上1,000円未満 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

1,000円以上1,500円未満 1 16.7 1 16.7 1 16.7 1 16.7 0 0.0 ▲1 皆減

1,500円以上2,000円未満 3 50.0 2 33.3 2 33.3 2 33.3 2 100.0 0 0.0

2,000円以上2,500円未満 1 16.7 2 33.3 2 33.3 2 33.3 0 0.0 ▲2 皆減

2,500円以上3,000円未満 1 16.7 1 16.7 1 16.7 1 16.7 0 0.0 ▲1 皆減

3,000円以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

合　　　計 6 100.0 6 100.0 6 100.0 6 100.0 2 100.0 ▲4 ▲66.7

（注）　事業数は、年度末現在の数である。

対前年度比較
25 27 2826 29

　　　　　　　　　年　度

　項　目

 

２ 工業用水道事業 

 

(1) 事業の概要 

 

工業用水道事業は村田町の１事業のみで、工業団地への給水を行っている。 

この工業用水道事業は、昭和５７年６月から宮城県土地開発公社が自家用工業用水として給水して

いたものを平成３年４月に村田町が同公社から施設の無償譲渡を受け、事業を行っているものである。

現在の配水能力は１，０００ｍ３／日で、３事業所に対し、年間総配水量４０千ｍ３を給水している。 

 

(2) 経営状況 

 

ア 損益収支の状況  

 

工業用水道事業の経常収益は８百万円、経常費用は７百万円となっており、この結果、経常収支

比率が１１８．４％となり、前年度から９．３ポイント低下している。 

また、経常収益に特別利益を加えた総収益は８百万円、経常費用に特別損失を加えた総費用は７百

万円となっており、この結果、総収支比率は１１８．４％となっている。 

 

 

イ 資本収支の状況  

 

工業用水道事業の資本的支出は１百万円で、建設改良費に充てられ、皆増となっている。 

資本的支出の財源は、内部資金で損益勘定留保資金等の１百万円になっている。 
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第１表 工業用水道事業の損益収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人）

年　度

25 26 27 28 29 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 8 9 9 9 8 ▲ 1 ▲8.1

B 8 9 9 9 8 ▲ 1 ▲8.1

C 8 7 8 7 7 ▲ 1 ▲9.9

う ち 料 金 収 入 8 7 8 7 7 ▲ 1 ▲9.9

う ち 受 託 工事 収益 D 0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

E 8 8 7 7 7 ▲ 0 ▲0.9

F 8 8 7 7 7 ▲ 0 ▲0.9

8 8 7 7 7 ▲ 0 ▲0.9

う ち 職 員 給 与 費 0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 1 2 2 1 ▲ 1 ▲34.1

0 1 2 2 1 ▲ 1 ▲34.1

G 0 0 0 0 0 0 ―

0 1 2 2 1 ▲ 1 ▲34.1

0 1 2 2 1 ▲ 1 ▲34.1

0 0 0 0 0 0 ―

H 0 0 0 0 0 0 ―

I 0 0 0 0 0 0 ―

B/F 101.3 110.0 125.3 127.8 118.4 ▲ 9.3 ―

A/E 101.3 110.0 125.3 127.8 118.4 ▲ 9.3 ―

経 常 損 失 比 率 G/(C-D) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

累 積 欠 損 金 比 率 H/(C-D) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

不 良 債 務 比 率 I /(C-D) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

J 1 1 1 1 1 0 0.0

K 0 0 0 0 0 0 ―

L 0 0 0 0 0 0 ―

M 0 0 0 0 0 0 ―

経常損失を生じた事業数 K/J 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

累積欠損金を有する事業数 L/J 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

不良債務を有する事業数 M/J 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借
入金－地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務（ＰＦＩ法に基づく事業に係る建設事業費等））－(流動資産
-翌年度へ繰り越される支出の財源充当額)

純 損 益

純 利 益

経 常 費 用

総 収 益

経 常 収 益

営 業 収 益

経 常 利 益

経 常 損 失

純 損 失

項　目

特 別 利 益

総 費 用

総事業数に
対する
割合

総 収 支 比 率

営業収益に
対する割

合

総 事 業 数

経 常 損 失 を 生 じ た 事 業 数

累積欠損 金を有す る事 業数

不 良 債 務 を 有 す る 事 業 数

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

経 常 収 支 比 率

職 員 数

対前年度比較

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

経 常 損 益

第２表 工業用水道事業の資本収支状況の推移 

（単位：百万円、％）

年　度

25 26 27 28 29 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

4 0 0 0 1 1 皆増

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

4 0 0 0 1 1 皆増

4 0 0 0 1 1 皆増

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

うち建設改良費のためのもの 0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

4 0 0 0 1 1 皆増

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

（注）　１　内部資金＝補てん財源合計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金

　　　　２　外部資金＝資本的支出額－（内部資金＋財源不足額）

実 質 財 源 不 足 額

財 源 不 足 額

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
又 は 未 発 行 の 額

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

外
部
資
金
の
う
ち

うち建設改良費のためのもの

計

内 部 資 金

対前年度比較

企 業 債

他 会 計 出 資 金

項　目

資
本
的
支
出

そ の 他

外 部 資 金

同
　
　
上
　
　
財
　
　
源

他 会 計 補 助 金

計

繰 越 事 業 財 源 （ ▲ ）

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 ・ 県 補 助 金
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第１表 工業用水道事業の損益収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人）

年　度
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第２表 工業用水道事業の資本収支状況の推移 

（単位：百万円、％）
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